
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
開
始
か
ら
4
年
半
。
コ
ロ
ナ
危
機
で
明
ら
か
に
な
っ
た
の
は
、
税
の
所
得
情
報
と
社
会
保

障
を
連
携
さ
せ
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ
だ
。
森
信
研
究
主
幹
は
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
を
活
用
し
た
デ
ジ
タ
ル
・

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築
を
急
ぐ
べ
き
。
そ
れ
は
ギ
グ
士
コ
ノ
ミ
ー
へ
の
対
応
と
し
て
も
重
要
」
と
提
言
す
る
。

^
米
で
は
、
中
低
所
得
層
へ
の
勤
労

区
促
進
や
セ
ー
フ
テ
ィ
、
不
ツ
ト
と

し
て
税
と
社
会
保
障
を
連
携
し
た
「
給
付

付
き
税
額
控
除
」
な
ど
の
仕
組
み
が
あ
り
、

コ
ロ
ナ
危
機
で
は
そ
の
イ
ン
フ
ラ
が
迅
速

な
支
援
金
給
付
に
つ
な
が
っ
た
。
日
本

で
も
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
を
活
用
し
税

(
所
得
情
報
)
と
社
会
保
障
を
連
携
さ
せ
、

「
デ
ジ
タ
ル
・
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
」
の
構

築
を
急
ぐ
べ
き
だ
。

特
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
活
用
し
た
政
府

運
営
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
「
マ

イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」
は
活
用
の
し
が
い
が
あ

る
。
欧
米
で
は
国
民
全
員
が
国
税
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
に
つ
な
が
り
社
会
保
障
と
連
携

し
て
い
る
。
日
本
も
「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」

を
ハ
ブ
と
し
て
所
得
情
報
な
ど
の
ご
兀
管

理
を
行
い
、
税
と
社
会
保
障
を
連
携
さ
せ

れ
ぱ
「
日
本
型
デ
ジ
タ
ル
・
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
」
の
基
盤
と
な
る
。
そ
の
際
、
国

民
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
へ
の
懸
念
や
国
家
へ

の
不
信
を
軽
減
す
べ
く
、
よ
り
良
い
制
度

の
構
築
と
と
も
に
、
支
援
給
付
な
ど
を
含

め
、
具
体
的
な
メ
リ
ッ
ト
を
明
示
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

コ
ロ
ナ
危
機
で
は
、
個
人
事
業
主
や
フ

リ
ー
ラ
ン
ス
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
不

備
も
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
が
、
「
マ
イ
ナ

ポ
ー
タ
ル
」
を
個
人
の
社
会
保
障
勘
定
と

位
置
付
け
、
収
入
・
支
出
の
情
報
が
入

る
よ
う
に
連
携
さ
せ
れ
ぱ
、
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
を
効
果
的
・
効
率
的
に
整
備
で
き

る
。
そ
の
第
一
歩
と
な
る
の
は
、
「
日
本

型
記
入
済
み
申
告
制
度
」
だ
。
税
務
当
局

が
申
告
書
に
あ
ら
か
じ
め
所
得
金
額
や
源

泉
徴
収
額
還
付
額
な
ど
の
各
種
情
報

を
記
入
し
、
そ
れ
を
納
税
者
が
チ
エ
ッ
ク

し
て
返
送
す
れ
ば
申
告
が
完
了
す
る
仕
組

み
で
、
欧
州
各
国
で
導
入
が
進
ん
で
い
る
。

こ
れ
は
、
イ
ン
タ
ー
、
不
ツ
ト
上
の
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
を
介
し
て
働
く
ギ
グ
・
ワ
ー

カ
ー
や
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
に
と
っ
て
も
有
益

だ
。
わ
が
国
で
も
W
月
か
ら
「
マ
イ
ナ
ポ

ー
タ
ル
」
に
金
融
機
関
や
保
険
会
社
か
ら

情
報
が
入
る
仕
組
み
が
出
来
上
が
る
。

従
来
の
個
人
事
業
主
は
、
商
店
主
な

ど
の
「
伝
統
的
自
営
」
が
中
心
だ
っ
た
が
、

こ
の
間
ギ
グ
・
ワ
ー
カ
ー
や
フ
リ
ー
ラ
ン

ス
と
呼
ぱ
れ
る
「
一
雇
用
的
自
営
」
が
増
加

し
、
兼
業
や
副
業
も
多
い
。
そ
の
よ
、
つ
な

中
、
税
に
お
い
て
は
、
無
申
告
過
少
申

告
の
増
加
と
そ
れ
に
伴
う
税
収
減
(
タ
ッ

ク
ス
・
ギ
ャ
ッ
プ
)
が
起
き
る
一
方
、
所

得
の
種
類
に
ょ
る
負
担
や
手
続
き
の
不
公

平
感
も
強
ま
っ
て
い
る
。
給
与
所
得
は
源

泉
徴
収
と
年
末
調
整
に
ょ
り
税
務
署
へ
の

幹
授
主
教
究
任
研
特

兆
所
院

U
 
究
学
研
大
策
科
政
法
団
学
財
大
京
央
東
中

申
告
は
基
本
的
に
不
要
だ
が
、
個
人
事
業

主
の
事
業
所
得
は
、
経
費
の
概
算
控
除
や

源
泉
徴
収
は
な
く
、
自
ら
申
告
義
務
を

負
う
。
事
業
所
得
の
ほ
う
が
、
税
負
担
が

重
く
、
納
税
の
手
問
も
か
か
る
。
そ
の
た給

め
、
 
2
0
1
8
年
度
税
制
改
正
で
は
、

与
所
得
控
除
を
縮
小
し
、
基
礎
控
除
を
拡

大
す
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、
さ
ら
な
る
対

応
と
し
て
「
家
内
労
働
者
の
必
要
経
費
の

特
例
」
を
参
考
に
、
工
疋
所
得
以
下
の
「
雇

用
的
自
営
業
者
」
に
は
給
与
所
得
控
除
を

適
用
す
る
こ
と
も
検
討
す
べ
き
だ
ろ
う
。

O
E
C
D
諸
国
で
は
、
。
フ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

マ
ー
に
情
報
提
供
や
源
泉
徴
収
を
義
務
化

す
る
動
き
も
出
て
き
て
い
る
。

「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」
の
活
用
に
ょ
る

「
日
本
型
記
入
済
み
申
告
制
度
」
は
、
こ
う

し
た
問
題
の
解
消
に
も
有
効
で
あ
る
。
簡

便
な
制
度
な
の
で
、
被
用
者
と
個
人
事
業

主
の
問
の
不
公
平
感
が
解
消
さ
れ
る
。
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
マ
ー
か
ら
の
情
報
提
供
な

ど
で
所
乍
侍
把
握
が
で
き
れ
ぱ
、
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
の
社
会
保
障
に
つ
な
け
る
こ
と
も
で

き
る
。
現
在
、
政
府
の
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ
で
具
体
的
な
検
討
が
始
ま
っ
た
と
こ

ろ
だ
が
、
コ
ロ
ナ
時
代
に
迅
速
に
対
応
す

る
た
め
、
「
デ
、
ジ
タ
ル
・
セ
ー
フ
テ
ィ
、
不
ツ

ト
」
の
構
築
は
益
々
重
要
に
な
っ
て
い
る
。
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